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一斉改選にかかる民生委員児童委員引継ぎ実態調査 報告書 

 

北海道民生委員児童委員連盟 

 

１．はじめに 

  令和元年１２月に民生委員児童委員（以下「民生委員」）の一斉改選を迎えます。今までの改選期の

傾向では、札幌市を除く道内の市町村において約 2,000 名の民生委員の交代がありますが、時代の流

れとともに民生委員への期待が大きくなるなかにあって、前任委員から新任委員への引き継ぎ事項も

増加していることが推察されます。 

  このたび、道内の市町村民児協における新任委員への引継ぎ実態を明らかにすることで、民児協が果

たすべき新任委員への支援等について検討することを目的に、民児協における引継ぎの実態に関して

調査を実施しました。関連して、新任委員への引継ぎが、一斉改選や中途退任者数に及ぼす影響につい

ても分析し、その結果を考察も含めて報告します。 

 

２．調査実施概要 

 (1)調査対象 

   ① 法定単位民生委員児童委員協議会  420か所 

   ② 市連合民生委員児童委員協議会    27か所 

 (2)調査時期等 

   ① 調査期間  令和元年(2019年)５月１日～６月 30日 

   ② 調査時点  平成 31年(2019年)４月１日 

 (3)調査方法 

   各市町村民児協に対して調査票を送付し回収。 

 (4)調査項目 

   ①引継ぎマニュアルや要領の有無 

   ②引継ぎの形態 

   ③引継ぎ書類 

 (5)回答数 

 法定単位民児協 市連合民児協 

全 道 352（83.8％） 24（88.9％） 

 市 250（91.2％） － 

 町 村 102（68.9％） － 

※( )は回答率 
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３．調査結果概要①（単位民児協） 

 (1)法定単位民児協における引継ぎマニュアルや要領の有無について 
 
  【表 1：単位民児協における引継ぎマニュアル等の有無】 

内  容 全 道 
内  訳 

市 町村 
ア．全市統一のマニュアル（要領）がある １００ １００ － 

(28.4％) (40.0％)  

イ．単位民児協独自でマニュアル（要領）がある ４２ ３８ ４ 

(11.9％) (15.2％) (3.9％) 

ウ．全市統一のマニュアルが示されているも、単位民児協
でも独自でマニュアル（要領）がある 

１７ １７ － 

(4.8％) (6.8％)  

エ．マニュアル（要領）はない １８５ ８８ ９７ 

(52.6％) (35.2％) (95.1％) 

オ．その他 ５ ４ １ 

(1.4％) (1.6％) (1.0％) 

無回答 ３ ３ － 

(0.9％) (1.2％)  

合  計 ３５２ ２５０ １０１ 

  

  この設問は、現時点において新任委員への引継ぎにあたってのマニュアル等の有無について伺った

ものです。いずれか形態で引継ぎのマニュアル等が存在するのは 159民児協（45.1％）、逆に存在しな

いのは 185民児協（52.6％）という結果となりました。 

市と町村の内訳をみると、市の単位民児協の 62.0％はマニュアル等が存在することに対し、町村の

単位民児協では 3.9％しかマニュアル等が存在しないことから、その違いが顕著に表れています。一方

で、市の単位民児協においては、市連合民児協が作成したマニュアル等による引継ぎが大多数となって

おり、新任委員への引継ぎにおける連合民児協の果たす役割は大きいものと考えられます。 

 
 【図 1：単位民児協における引継ぎマニュアル等の有無】 
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 (2)法定単位民児協における引継ぎの実施形態について 
 
  【表 2：単位民児協における引継ぎの実施形態（複数回答）】 

内  容 全 道 
内  訳 

市 町村 
ア．新任委員と前任委員が一堂に会し引継ぎを行う（集合

型） 
１２６ １０３ ２３ 

(35.8％) (41.2％) (22.5％) 

イ．新任委員と前任委員が個別に引継ぎを行う（個別型） ２２４ １５９ ６５ 

(63.6％) (63.6％) (63.7％) 

ウ．引継ぎに際しては、原則、民児協会長（または副会長）
が立ち会う 

１２２ １２０ ２ 

(34.7％) (48.0％) (2.0％) 

エ．書類のみ引き継ぐ（会長経由の書類引き継ぎも含む） ５１ ３４ １７ 

(14.5％) (13.6％) (16.7％) 

オ．引継ぎの結果について報告を求めている ３２ ３０ ２ 

(9.1％) (12.0％) (2.0％) 

カ．民児協としては引継ぎに関して働きかけをしていない
（引継ぎの実施は前任委員の判断に任せている） 

４１ ２４ １７ 

(11.6％) (9.6％) (16.7％) 

キ．その他 ８ ３ ５ 

(2.3％) (1.2％) (4.9％) 

合  計 ６０４ ４７３ １３１ 

 

 【図 2：単位民児協における引継ぎの実施形態】 
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  この設問は、新任委員への引継ぎにあたって実施形態について複数回答で伺ったものです。新任委

員への引継ぎの実際としては、対象となる新任委員の人数により、個別型や集合型など、その実施形態

を変えて行われる実態があるようです。全道では、個別引継ぎが全体の 63.6％となっており、定例会

等を活用した集合型の引継ぎは 35.8％の民児協で実施されています。集合型の引継ぎ形態を採用して

いる民児協は、比較的、市の単位民児協に多く見られる傾向となっており、町村と比較して委員総数が

多いことに起因していると考えられます。 

  市と町村の引継ぎ形態を比較すると、民児協会長の立ち合いや引継ぎ結果の報告を求める点におい

て大きな違いが示されており、特に、引継ぎへの会長等の立ち合いは 46.0ポイントの差異があります。 

  また、「民児協としては引継ぎに関して働きかけをしていない」という回答は全体の 11.6％を占めて

おり、約１割の民児協が、新任委員に対する引継ぎの具体的な取り組みをしていないことが明らかにな

りました。 

 

 (3)法定単位民児協における引継ぎ書類について 
 
  【表 3：単位民児協における引継書類（複数回答）】 

内  容 全 道 
内  訳 

市 町村 
ア．民生委員・児童委員活動記録 ２０８ １６４ ４４ 

(59.1％) (65.6％) (43.1％) 

イ．世帯票（福祉票）・児童票等 ２４３ ２０３ ４０ 

(69.0％) (81.2％) (39.2％) 

ウ．避難行動要支援者名簿や生活保護世帯名簿等の各種支
援対象者名簿 

２４９ ２０９ ４０ 

(70.7％) (83.6％) (39.2％) 

エ．福祉マップや住民支え合いマップ等、各種対象者マップ １１２ ９６ １６ 

(31.8％) (38.4％) (15.7％) 

オ．生活福祉資金関係書類（借受世帯援助記録表、生活福
祉資金ガイド他） 

２０４ １９１ １３ 

(58.0％) (76.4％) (12.7％) 

カ．民生委員児童委員活動のてびき（道民児連発行） ２３５ １９５ ４０ 

(66.8％) (78.0％) (39.2％) 

キ．民生委員児童委員必携（全社協発行） ２２６ １９１ ３５ 

(64.2％) (76.4％) (34.3％) 

ク．証明事務の取り扱いマニュアル １５９ １４９ １０ 

(45.2％) (59.6％) (9.8％) 

ケ．民生委員児童委員名簿 １８３ １５７ ２６ 

(52.0％) (62.8％) (25.5％) 

コ．会則・規約、予算決算、事業計画等、民児協運営に関
係する書類 

１９２ １６６ ２６ 

(54.5％) (66.4％) (25.5％) 

サ．道民児連等、各関係団体の広報紙 ９１ ８０ １１ 

(25.9％) (32.0％) (10.8％) 

シ．民児協としては特に定めていない ４７ ９ ３８ 

(13.4％) (3.6％) (37.3％) 

ス．その他 ６０ ５６ ４ 

(17.0％) (22.4％) (3.9％) 

無回答 ６ ２ ４ 

(1.7％) (0.8％) (3.9％) 
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 【図 3：単位民児協における引継ぎ書類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.9%

3.9%

37.3%

10.8%

25.5%

25.5%

9.8%

34.3%

39.2%

12.7%

15.7%

39.2%

39.2%

43.1%

0.8%

22.4%

3.6%

32.0%

66.4%

62.8%

59.6%

76.4%

78.0%

76.4%

38.4%

83.6%

81.2%

65.6%

1.7%

17.0%

13.4%

25.9%

54.5%

52.0%

45.2%

64.2%

66.8%

58.0%

31.8%

70.7%

69.0%

59.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

無回答

その他

民児協としては特に定めていない

各関係団体広報誌

会則・規約・計画・予算等民児協

運営書類

民生委員児童委員名簿

証明事務取り扱いマニュアル

民生委員児童委員必携（全社協発

行）

民生委員児童委員活動のてびき

（道民児連発行）

生活福祉資金関係書類

各種対象者マップ

各種支援対象者名簿

世帯票・福祉票

民生委員・児童委員活動記録

引継ぎ書類

全道 市 町村



6 

 

この設問は、新任委員への引継書類について、その内容を複数回答で伺ったものです。全道的に、新

任委員へ最も引き継がれている書類は、高齢者や障がい者等の各種支援対象者名簿であり 70.7％の民

児協で引き継ぎが行われ、次いで、世帯票や福祉票が 69.0％、道民児連が発行している「民生委員児

童委員活動のてびき」が 66.8％の順で多くなっています。道民児連では「住民支え合いマップ」の取

り組みを重点事業として推進していますが、住民支え合いマップを含む支援対象者マップの引き継ぎ

は 31.8％に留まっています。この理由は、表４で示すとおり、活動として各種マップづくりに取り組

んでいる民児協が少ないことに起因しているものと考えられます。 

 

  【表 4：各種支援対象者別マップの作成割合】 
マップ種別 実施割合 

要介護高齢者等 3.2％ 
子ども 0.9％ 
障がい者 2.0％ 
住民支え合いマップ 5.9％ 

   ※道民児連：平成 28 年度市町村民児協基本調査より 

 

証明事務取り扱いマニュアルについても、引き継ぎされている割合 45.2％と、比較的低い結果とな

っています。証明事務取り扱いマニュアルは、道民児連が平成２１年度に発行して以来、冊子としての

配布は行っておらず、道民児連ホームページからのダウンロードしてもらう取り扱いにしていること

が要因にあると考えられます。このことを背景として、函館市では市連合民児協により独自の証明事務

取り扱いマニュアルを作成しています。また、民生委員活動の実際からみた場合、福祉行政報告例によ

ると、平成 28 年度における北海道の証明事務取り扱い件数は 15,445 件、一人当たり年間 1.5 件の実

績に留まっています。他の活動に比べ、圧倒的に取り扱い件数が少ないことも要因として考えられま

す。 

 

民生委員児童委員名簿の引き継ぎは 52.0％、会則・規約等の組織運営に関する書類が 54.5％に留ま

っています。これは、これらの書類は前任者からの引き継ぎを行わず、新規で新任委員に配布する民児

協が多数存在することに起因しています。 

 

引き継ぐ書類について、「民児協として特に定めていない」という回答が 13.4％となっており、この

数値は、前述の「民児協としては引継ぎに関して働きかけをしていない」という回答（11.6％）と近似

値を示しています。引継ぎに関して働きかけをしていない 41民児協のうち、引き継ぎ書類を特に定め

ていない民児協は 18民児協ありました。つまり、全道でみると、引き継ぎに関して一切の取り組みを

してない民児協が 5.1％にのぼることが明らかとなりました。 
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４．調査結果概要②（市連合民児協） 

 (1)市連合民児協における引継ぎマニュアルや要領の有無について 
 
  【表 5：市連合民児協における引継ぎマニュアル等の有無】 

内  容 市連合 

ア．全市統一のマニュアル（要領）を作っている １１ 

(45.8％) 

イ．単位民児協ごとにマニュアル（要領）を作っている １ 

(4.2％) 

ウ．マニュアル（要領）は作っていない １０ 

(41.7％) 

エ．その他 ２ 

(8.3％) 

合  計 ２４ 

  

  この設問は、複数の法定単位民児協を設置している市の連合民児協に対して、新任委員への引継ぎ

にあたってのマニュアル等の有無について伺ったものです。いずれか形態で引継ぎのマニュアル等が

存在するのは１２民児協（50.0％）であり、逆に存在しないのは１０民児協（41.7％）という結果とな

りました。また、「エ．その他」と回答した民児協においても、「引継ぎ（書類）リストを作成している」

ことから、連合民児協としての単位民児協に働きかけ等をしているのは、１４民児協（58.3％）にのぼ

ります。このことは、前述の単位民児協を対象とした調査でも示したとおり、市連合民児協が引継ぎに

関して大きな役割を果たしているといえます。 

 
 【図 4：市連合民児協における引継ぎマニュアル等の有無】 
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 (2)市連合民児協における引継ぎの実態について 
 
  【表 6-1：単位民児協の引き継ぎ実施形態】 

内  容 市連合 

ア．全市において、統一携帯で実施している ６ 

(25.0％) 

イ．単位民児協ごとに引き継ぎ形態は異なる １７ 

(70.8％) 

無回答 １ 

(4.2％) 

合  計 ２４ 

  

  【表 6-2：市連合民児協の統一実施形態（複数回答／統一実施の市のみ回答）】 

内  容 市連合 

ア．新任委員と前任委員が一堂に会し引継ぎを行う（集合
型） 

４ 

(66.7％) 

イ．新任委員と前任委員が個別に引継ぎを行う（個別型） ５ 

(83.3％) 

ウ．引継ぎに際しては、原則、民児協会長（または副会長）
が立ち会う 

４ 

(66.7％) 

エ．書類のみ引き継ぐ（会長経由の書類引き継ぎも含む） ３ 

(50.0％) 

オ．引継ぎの結果について報告を求めている ０ 

(0.0％) 

カ．民児協としては引継ぎに関して働きかけをしていない
（引継ぎの実施は前任委員の判断に任せている） 

０ 

(0.0％) 

キ．その他 ０ 

(0.0％) 

無回答 １ 

(2.1％) 

 

  この設問は、複数の法定単位民児協を設置している市の連合民児協に対して、引継ぎの実施形態に

ついて伺ったものです。全市統一の形態で引継ぎを実施しているのは６民児協(25.0％)であり、単位

民児協ごとに引継ぎの形態が異なるのは１７民児協（70.8％）という結果でした。 

また、全市統一形態で引継ぎを実施している民児協では、集合型の引継ぎの実施比率が 66.7％とな

っており、単位民児協の調査結果と比較して 30.9ポイント高い数値を示しています。これは市連合民

児協が主導して、新任委員への引継ぎを働きかけているものと考えられます。 
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 (3)市連合民児協における引継ぎ書類について 
 
  【表 7：市連合民児協における引継書類（複数回答）】 

内  容 
市連合 
（全体） 
n=24 

市連合 市連合 参考 
(ﾏﾆｭｱﾙ無) 

n=10 
(ﾏﾆｭｱﾙ有) 

n=13 
市単位 

ア．民生委員・児童委員活動記録 １４ ６ ７ １６４ 

(58.3％) (60.0％) (58.3％) (65.6％) 

イ．世帯票（福祉票）・児童票等 １５ ５ ９ ２０３ 

(62.5％) (50.0％) (69.2％) (81.2％) 

ウ．避難行動要支援者名簿や生活保護世
帯名簿等の各種支援対象者名簿 

１７ ６ １０ ２０９ 

(70.8％) (60.0％) (76.9％) (83.6％) 

エ．福祉マップや住民支え合いマップ等、各
種対象者マップ 

１０ ４ ５ ９６ 

(41.7％) (40.0％) (38.5％) (38.4％) 

オ．生活福祉資金関係書類（借受世帯援
助記録表、生活福祉資金ガイド他） 

１５ ４ １０ １９１ 

(62.5％) (40.0％) (76.9％) (76.4％) 

カ．民生委員児童委員活動のてびき（道
民児連発行） 

１７ ６ １０ １９５ 

(70.8％) (60.0％) (76.9％) (78.0％) 

キ．民生委員児童委員必携（全社協発行） １７ ６ １０ １９１ 

(70.8％) (60.0％) (76.9％) (76.4％) 

ク．証明事務の取り扱いマニュアル １３ ５ ７ １４９ 

(54.2％) (50.0％) (53.8％) (59.6％) 

ケ．民生委員児童委員名簿 １３ ６ ６ １５７ 

(54.2％) (60.0％) (46.2％) (62.8％) 

コ．会則・規約、予算決算、事業計画等、
民児協運営に関係する書類 

１３ ５ ７ １６６ 

(54.2％) (50.0％) (53.8％) (66.4％) 

サ．道民児連等、各関係団体の広報紙 ９ ４ ５ ８０ 

(37.5％) (40.0％) (38.5％) (32.0％) 

シ．民児協としては特に定めていない ５ ４ １ ９ 

(20.8％) (40.0％) (7.7％) (3.6％) 

ス．その他 ５ １ ４ ５６ 

(20.8％) (10.0％) (30.8％) (22.4％) 

 

この設問は、新任委員への引継書類について、その内容を複数回答で伺ったものです。市連合民児協

では、高齢者や障がい者等の各種支援対象者名簿、民生委員児童委員活動のてびき、民生委員児童委員

必携がいずれも 70.8％の引継ぎの申し合わせをしている状況です。引継ぎマニュアル等を整備してい

る市連合民児協とそうではない民児協を比較すると、全般的に、マニュアル等を整備していない市連合

民児協は、引継ぎ書類が少ない傾向があります。連合民児協として引継ぎマニュアル等を整備しておら

ず、かつ引継ぎ書類も定めていない市連合民児協は４民児協（16.6％）となっています。市連合民児協

が示す引継ぎ書類と、単位民児協が引き継いでいる書類を比較すると、引継ぎ書類全般にわたって、市

単位民児協の方が多数の書類を引き継ぐ傾向があり、市単位民児協では活動の実態に合わせ、引継ぎ書

類を選定していることが推察されます。 
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 【図 5：連合民児協における引継ぎ書類】 
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４．本調査結果と退任者数に関する分析～単位民児協の調査結果から～ 

 

 (1)一斉改選退任者および中途退任者数の状況 

平成 28年 12月の一斉改選では 1,957名の委員が退任しています。また、前回改選時から令和元年 6

月末時点で、死亡も含め中途退任した委員は 500 名であり、そのうち自己都合により退任した委員は

338 名（中途退任者の 67.6％）という状況です（道民児連会員管理システム調べ）。 

   

 ◇退任者の在任期間 

退任者の在任期間を見てみると、一斉改選により退任した委員のうち、在任期間が２期以下で退任す

る委員は 31.4％、同様に、自己都合により退任した委員では 42.3％となっており、比較的在任期間の

短い委員が退任してしまうこの傾向が、いわゆる“なり手不足”の一要因になっていると考えられます

（表 8及び図 6参照）。 

 

【表 8：退任者の在任期間（退任時）】 

区 分 H28 一斉改選 
中途退任(自己都合) 
(H28.12～R1.6) 

１期（未満も含む） ２４６ (12.6％) ８２ (24.3％) 

２期 ３６８ (18.8％) ６１ (18.0％) 

３期 ３２８ (16.8％) ６１ (18.0％) 

４期 ２９６ (15.1％) ４５ (13.3％) 

５期 ２７７ (14.2％) ３９ (11.5％) 

６期以上 ４４２ (22.6％) ５０ (14.8％) 

合  計 １，９５７ ３３８ 

 

【図 6：退任者の在任期間（退任時）】 
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 ◇退任者の年齢 

北海道の選任要領および審査方針において、年齢制限に関して、民生委員は「できる限り 75歳未満

の者」、主任児童委員は「原則 55歳未満の者」と定められていますが、退任時の年齢をみてみると、一

斉改選では 63.8％の委員が 75歳に到達する前に退任しており、同様に、自己都合による中途退任者で

は 82.0％にのぼります（表 9及び図 7参照）。 

 

  【表 9：退任者の年齢（退任時）】 

区 分 H28 一斉改選 
中途退任(自己都合) 
(H28.12～R1.6) 

２０代 ０  (0.0％) １ (0.3％) 

３０代 ３  (0.2％) ４  (1.2％) 

４０代 ２７  (1.4％) １５  (4.4％) 

５０～５４歳 ４３  (2.2％) ９  (2.7％) 

５５～５９歳 ９４  (4.8％) １５  (4.4％) 

６０～６４歳 １９０  (9.7％) ５０ (14.8％) 

６５～６９歳 ３８１ (19.5％) ７７ (22.8％) 

７０～７４歳 ５１１ (26.1％) １０６ (31.4％) 

７５歳以上 ７０８ (36.2％) ６１ (18.0％) 

合  計 １，９５７ ３３８ 

 

【図 7：退任者の年齢（退任時）】 
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 ◇１期以下の退任者の傾向 

１期以下で退任した委員の年齢層に着目すると、退任者の各年齢層における１期未満退任者の割合

は、年齢が低いほど高いことが分かりました。北海道は 41.3％の委員が就業している実態（全民児連

「全国モニター調査」より）にあり、若年層になればなるほど仕事と活動の両立が困難であることが推

察できます（表 10及び図８参照）。 

 

 【表 10：在任１期未満の退任者の年齢（退任時）】 

区 分 H28 一斉改選 
中途退任(自己都合) 
(H28.12～R1.6) 

２０代 ０  (0.0％) １  (100％) 

３０代 ３  (100％) ３ (75.0％) 

４０代 １６ (59.3％) １０ (66.7％) 

５０～５４歳 １６ (37.2％) ３ (33.3％) 

５５～５９歳 ２１ (22.3％) ３ (20.0％) 

６０～６４歳 ３２ (16.8％) ２０ (40.0％) 

６５～６９歳 ６５ (17.1％) ２６ (33.8％) 

７０～７４歳 ５３ (10.4％) １２ (11.3％) 

７５歳以上 ４０  (5.6％) ４  (6.6％) 

合  計 ２４６ ８２ 

 ※（ ）は各退任者の年齢層に占める割合 

 

【図 8：退任者の各年齢層における在任１期未満の割合（退任時）】 
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◇退任者の初任年齢と在任期間の関係 

続いて、委員就任時の年齢（以下、「初任年齢」）と、在任期間の関係をみてみます。初任年齢が 70

歳を超えると、当然のことながら年齢制限の関係から、92.2％の委員が２期以下で退任をしています。

「65～69歳」では 51.7％、「60～64歳」では 32.2％、「55～59歳」では 22.2％、「50～54歳」では 17.8％

が２期以下で退任しているという状況です。一見すると、初任年齢が低くなるほど早期退任比率が低く

なると見受けられますが、「50～54 歳」をピークに、40 歳代、30 歳代になると、再び早期退任比率が

高くなります。また、40歳代、50歳代の初任年齢の層が、在任期間が長い傾向にあり、初任年齢が 65

歳を超えると、在任期間が短期化する傾向も見受けられます。ただ、この統計において、データサンプ

ルの中で最も古い就任年は昭和 46年（1971年）、最も新しいのは平成 30年（2018年）、その差は４７

年であることから、各委員の就任時の社会背景が大きく異なることを指摘しなければなりません。統計

上は初任年齢が 50歳代の委員が在任期間長期化傾向を示していますが、現行においては、自営業や農

業従事者の減少、定年延長にともなう就業年齢の高まりの中にあって、今後ますます初任年齢が高年齢

化し、伴って委員全体の在任期間が短期化することが強く懸念されます。（表 11及び図９参照） 

 

【表 11：退任者の初任年齢と在職年数】 
区 分 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期以上 合計 

２０代 1  0  0  0  0  0  1  
 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
３０代 12  4  3  0  2  29  50  
 24.0% 8.0% 6.0% 0.0% 4.0% 58.0% 100.0% 
４０代 36  33  26  32  44  184  355  
 10.1% 9.3% 7.3% 9.0% 12.4% 51.8% 100.0% 
５０～５４歳 28  30  36  46  45  140  325  
 8.6% 9.2% 11.1% 14.2% 13.8% 43.1% 100.0% 
５５～５９歳 32  62  78  66  62  123  423  
 7.6% 14.7% 18.4% 15.6% 14.7% 29.1% 100.0% 
６０～６４歳 85  153  129  160  165  44  736  
 11.5% 20.8% 17.5% 21.7% 22.4% 6.0% 100.0% 
６５～６９歳 93  121  127  58  14  1  414  
 22.5% 29.2% 30.7% 14.0% 3.4% 0.2% 100.0% 
７０～７４歳 67  63  7  3  0  0  140  
 47.9% 45.0% 5.0% 2.1% 0.0% 0.0% 100.0% 
７５歳以上 9  2  2  0  0  0  13  
 69.2% 15.4% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

合  計 363  468  408  365  332  521  2457  

 

【図 9：退任者の初任年齢と在任期間】 
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 ◇中途退任者の退任理由 

最後に、中途退任者の具体的な退任理由をみてみます。道民児連では当該データを把握していないの

で、北海道社会福祉審議会民生委員審査専門部会（札幌市、函館市、旭川市を除く）において報告のあ

った退任理由からその状況を整理します。 

中途退任の理由で最も多いのが、「その他」で 39.9％、次いで、「病気・けが等」が 28.4％、「死亡」

が 16.7％となっています。この統計から見えてくることは、死亡も含めて、転出、病気やけがなど、

明確な事由により民生委員活動の継続が困難となり退任するケースは全体の６割を占めるということ

です。逆に、「その他」を理由等している中途退任者は、その理由が明確ではありませんが、民生委員

の在任のモチベーションが保てなくなったと整理して差し支えないものと考えられます。 

北海道の統計（函館市、旭川市、札幌市を除く）から、民生委員定数 8,499 名に対して、３年間で中

途退任する委員全体の約 5％を占め、さらに、死亡や病気等、やむを得ない事由で中途退任する委員は

全体の約 3％を占めていることが分かります。令和元年 6月末現在の欠員率は全道約 3.0％となってお

り、やむを得ない事由で中途退任する委員する委員の割合と近似値を示しています。つまり、欠員補充

をしても、同じ割合で中途退任があることを示しており、現状のまま推移すれば、この欠員率は慢性的

に継続することが想定されます。（表 12及び図 10参照） 

 

【表 12：中途退任の理由（平成 28年 12月～令和元年 6月末）】 

退任理由 
中  途 
退任者数 

割 合 

死亡 ７０ 16.7％ 

転出・転居 ５３ 12.6％ 

病気・けが等 １１９ 28.4％ 

家族介護 ５ 1.2％ 

業務多忙 ５ 1.2％ 

その他 １６７ 39.9％ 

合  計 ４１９  

 ※上記統計には中核市である函館市、旭川市の実績は含まないため、道民児連の統計データとの差異が

生じている 

 

 【図 10：中途退任の理由（平成 28年 12月～令和元年 6月末）】 
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 (2)引継ぎと退任者数の関係性 

  ここで、新任委委員への引継ぎマニュアル等の有無や引継ぎ方法と、退任者の傾向をみていきます。

基本的に引継ぎは、新任委員に対して行われるものであることを踏まえ、活動等へのモチベーションが

保てなくなった仮定した早期退任者の動向に着目しました。平成 28 年 12 月一斉改選において、75 歳

未満かつ在任期間３年以下（１期以下）で退任している委員がいる単位民児協を抽出し、引継ぎマニュ

アルの有無等や引継ぎの実施方法が退任傾向にどのような影響があるのかを、全体統計との比較によ

り整理します。 

 

《データサンプル抽出条件》 

 ○平成 28年 12月一斉改選において、75歳未満、かつ、在任期間３年以下で退任した委員が

いる単位民児協 
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 ◇引継ぎマニュアルや要領の有無 

   前述の条件により、該当する民児協を抽出し集計した結果、表 13 および図 11 の結果となりまし

た。一斉改選において、在任期間３年以下かつ 75歳未満の退任者がいる民児協において、引継ぎマ

ニュアル等を整備しているのは 41.8％となり、全道の統計と比較すると 3.3 ポイント低い結果とな

りました。決して大きな差異とは言えませんが、新任委員就任時の引継ぎマニュアル等の有無は、３

年後の一斉改選に若干の影響があるものと考えられます。（表 13及び図 11参照） 

 

  【表 13：単位民児協における引継ぎマニュアル等の有無の比較】 

内  容 全 道 
一斉改選退任(3 年

以下×75 歳未満) 

ア．全市統一のマニュアル（要領）がある １００ ２９ 

(28.4％) (26.4％) 

イ．単位民児協独自でマニュアル（要領）がある ４２ １５ 

(11.9％) (13.6％) 

ウ．全市統一のマニュアルが示されているも、単位
民児協でも独自でマニュアル（要領）がある 

１７ ２ 

(4.8％) (1.8％) 

エ．マニュアル（要領）はない １８５ ６３ 

(52.6％) (57.3％) 

オ．その他 ５ １ 

(1.4％) (0.9％) 

無回答 ３ ０ 

(0.9％) (0.0％) 

合  計 ３５２ １１０ 

 

  【図 11：単位民児協における引継ぎマニュアル等の有無の比較】 
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◇引継ぎの実施形態について 

   前述の条件により、該当する民児協を抽出し集計した結果、表 14 および図 12 の結果となりまし

た。一斉改選において在任期間３年以下かつ 75歳未満の退任者がいる民児協と全道のデータを比較

すると、早期中途退任者がいる民児協は、引継ぎへの会長等が立ち会うの割合が 5.6ポイント低く、

引継ぎへの働きかけをしていない割合が 4.8 ポイント高いことが分かりました。前述の引継ぎマニ

ュアルの有無と同様に決して大きな差異とは言えませんが、民児協としての引継ぎに関する働きか

けは、一斉改選時の早期退任者に影響を与える可能性があることが分かります。（表 14及び図 12参

照） 

 【表 14：単位民児協における引継ぎの実施形態（複数回答）の比較】 

内  容 全 道 
一斉改選退任(3 年

以下×75 歳未満)  
ア．新任委員と前任委員が一堂に会し引継ぎを行う（集合

型） 
１２６ ４４ 

(35.8％) (40.0％) 

イ．新任委員と前任委員が個別に引継ぎを行う（個別型） ２２４ ６６ 

(63.6％) (60.0％) 

ウ．引継ぎに際しては、原則、民児協会長（または副会長）
が立ち会う 

１２２ ３２ 

(34.7％) (29.1％) 

エ．書類のみ引き継ぐ（会長経由の書類引き継ぎも含む） ５１ １１ 

(14.5％) (10.0％) 

オ．引継ぎの結果について報告を求めている ３２ ７ 

(9.1％) (6.4％) 

カ．民児協としては引継ぎに関して働きかけをしていない
（引継ぎの実施は前任委員の判断に任せている） 

４１ １８ 

(11.6％) (16.4％) 

キ．その他 ８ ４ 

(2.3％) (3.6％) 

合  計 ６０４ ６０４ 

 

  【図 12：単位民児協における引継ぎの実施形態（複数回答）の比較】 
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◇引継ぎ書類について 

   前述の条件により、該当する民児協を抽出し集計した結果、表 14 および図 12 の結果となりまし

た。一斉改選において在任期間３年以下かつ 75歳未満の退任者がいる民児協と全道のデータを比較

すると、双方に大きな差異がないことが分かりました。引継ぎ書類の内容については、委員の早期退

任には、ほぼ影響がないと考えられます。（表 14及び図 12参照） 

 
 
  【表 14：単位民児協における引継書類（複数回答）の比較】 

内  容 全 道 
一斉改選退任(3 年以

下×75歳未満)  
ア．民生委員・児童委員活動記録 ２０８ ６１ 

(59.1％) (55.5％) 

イ．世帯票（福祉票）・児童票等 ２４３ ７５ 

(69.0％) (68.2％) 

ウ．避難行動要支援者名簿や生活保護世帯名簿等の各種支
援対象者名簿 

２４９ ８０ 

(70.7％) (72.7％) 

エ．福祉マップや住民支え合いマップ等、各種対象者マップ １１２ ４０ 

(31.8％) (36.4％) 

オ．生活福祉資金関係書類（借受世帯援助記録表、生活福
祉資金ガイド他） 

２０４ ５８ 

(58.0％) (52.7％) 

カ．民生委員児童委員活動のてびき（道民児連発行） ２３５ ７４ 

(66.8％) (67.3％) 

キ．民生委員児童委員必携（全社協発行） ２２６ ７３ 

(64.2％) (66.4％) 

ク．証明事務の取り扱いマニュアル １５９ ４８ 

(45.2％) (43.6％) 

ケ．民生委員児童委員名簿 １８３ ５９ 

(52.0％) (53.6％) 

コ．会則・規約、予算決算、事業計画等、民児協運営に関
係する書類 

１９２ ６０ 

(54.5％) (54.5％) 

サ．道民児連等、各関係団体の広報紙 ９１ ３０ 

(25.9％) (27.3％) 

シ．民児協としては特に定めていない ４７ １６ 

(13.4％) (14.5％) 

ス．その他 ６０ １４ 

(17.0％) (12.7％) 

無回答 ６ ０ 

(1.7％) (0.0％) 
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  【図 12：単位民児協における引継書類（複数回答）の比較】 
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５．本調査結果の全体的なまとめ 

 

 本調査結果ならびに平成２８年一斉改選の退任傾向を以下のとおりまとめます。 

 

 ◇単位民児協における引継ぎについて 

  ・全体の 45.1％の単位民児協が何らかの形で引継ぎマニュアル等が存在する。 

  ・市の単位民児協の 62.0％が引継ぎマニュアル等を整備していることに対し、町村の単位民児

協では 3.9％の整備に留まっている。 

  ・対象となる新任委員の人数により、個別型や集合型など、その実施形態を変えて行われる実態

がある。 

  ・市の単位民児協では約半数が、引継ぎに際して会長等が立ち会うのに対し、町村の単位民児協

では大多数が立ち会いをしていない。 

  ・全体の 11.6％の民児協が引継ぎに関して働きかけをしていない。 

  ・新任委員へ引継ぎされる書類で最も多いのは各種対象者名簿。 

  ・引継ぎ書類を具体的に定めていない民児協は全体の 13.4％。 

  ・引継ぎに関して一切の取り組みを行っていない民児協は全体の 5.1％ 

 

 ◇市連合民児協における引継ぎについて 

  ・市連合民児協のうち、58.3％は何らかの形態で引継ぎマニュアル等が存在する。 

  ・複数民児協を設置している市のうち、統一形態で引継ぎを実施しているのは 25％。約７割は

単位民児協によって引継ぎの形態が異なる。 

  ・市連合民児協により引継ぎ書類を示しているも、単位民児協ではそれよりも多種の書類を引

き継いでいる実態がある。 

 

 ◇退任者の状況 

  ・平成 28 年 12 月の一斉改選により退任した委員は 1,957 名。前回改選時から令和元年６月末

時点で中途退任した委員（死亡も含む）は 500名。 

  ・一斉改選により退任した委員のうち、在任期間２期以下の割合は 31.4％。中途退任では 42.3％。

在任期間の短期化が“なり手不足”の要因になっていると考えられる。 

  ・一斉改選では６割以上が 75歳未満で退任している。 

  ・年齢が低いほど、在任期間１期以下で退任する委員の割合が高い。 

  ・40代、50代に就任した委員は在任期間が長期化の傾向にある。65歳を超えて就任した委員の

うち、半数は２期以下で退任している。 

  ・中途退任者のうち、死亡も含め、病気やケガ等、やむを得ない理由により退任する委員の割合

は６割を超える。 

  ・やむを得ない理由により中途退任する委員は、３年間で定数に対する割合は約 3.0％。現行の

欠員率とほぼ同数値であり、このことが欠員慢性化の原因になっている可能性が高い。 
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◇引継ぎマニュアルの有無等が委員の早期退任に与える影響 

  ・７５歳未満かつ１期以下の退任者がいる単位民児協は、引継ぎマニュアル等の整備率がやや

低い。 

  ・引継ぎの実施形態に関して、７５歳未満かつ１期以下の退任者がいる単位民児協では、会長等

の役員が引継ぎに立ち会う割合が比較的低い。 

  ・７５歳未満かつ１期以下の退任者がいる単位民児協では、16.4％が民児協として、引継ぎの働

きかけをしていない実態がある。 

  ・引き継がれる書類の内容については、委員の早期退任に与える影響がない。 

 

 

 調査の結果、引継ぎマニュアル等の有無に関して、早期退任者のいる単位民児協と、そうではない

民児協の差異はわずかなものであり、明確に影響を与えているとは言い難い結果となっています。

しかしながら、早期退任者がいる単位民児協はマニュアル等の整備率がやや低いことは確認できま

した。 

 統計的には、一斉改選時では 75 歳未満の退任が約 1,200 名、中途退任では、「その他」の事由に

よる退任が約 160 名いることが示されています。これらの退任者に関して委員の就任継続が可能で

あったという意味では、欠員率の上昇に大きな影響を与えているものと考えられます。 

また、３年間で約 3％の委員が中途退任せざるを得ない現状を鑑みると、一斉改選時のみ新任候補

者を発掘するのではなく、日常的な民児協の取り組みとして地域にアンテナを伸ばし、適任者（候補

者）の確保に努める取り組みが必要なのかもしれません。 

以上のことから、一斉改選のみならず、日常的に委員の交代があるという前提で考えると、新任委

員に対する引継ぎを体系化しておくことが重要であると言えます。 

 


